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事実はどうだったのだろうか。異次元の金融緩和以降の2013年 4 月から2020年 1 月までの消
費者のインフレ期待についてみよう。消費動向調査によれば2 )， 1 年後の物価見通しについて，



















































































































3）2009年 4 月から2013年 3 月までの平均はそれぞれ約55％，10％であった。
4）2011年に家計が強い物価上昇期待を抱いたのは東日本大震災の影響であろう。また，2013年，
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と呼ぶものを，賃金単位で測った所得 Ywとその所得水準での消費支出 Cwとの関数関係 xとして定
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これらの点についてはのちの 5 - 2で扱うことにする。





























































































である。いま，雇用量を N，賃金単位を w，貨幣表示の所得を Y，賃金単位で測った総供給価
額を
      Z
Zw （＝ ― ）      w ，賃金単位で測った総需要価額を
      D
Dw （＝ ― ）      w ，貨幣表示の所得を Y，賃金単
位で測った所得を
      Y
Yw （＝ ― ）      w ，賃金単位で測った利潤を
       π
πw （＝ ― ）       w ，とする。図のように，
N－ Zw，Dw平面で，補助線として45°線を引き，有効需要の点から横軸に垂線を下すと，こ
の垂線上で，横軸から有効需要の点までの距離は賃金単位で測った所得
  Y（ ― ）  w ，横軸から45°
線までの距離は労働単位表示の総賃金支払額
  Y（ ― ＝N ）  w ，有効需要の点から45°線までの距離
は労働単位表示の利潤額
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